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オンライン資格確認システムの導入申し込みがスタートして

から約 2 年が経過した。

新型コロナウイルス感染症の渦中，改めて日本の医療福

祉の DX 化（デジタルトランスフォーメーション）の遅れが指摘

され、『オンライン資格確認』は必要不可欠な基盤とされた。

しかしながら対象医療機関の中には、まだまだ導入に不安

を抱える先生方も多いようだ。

あらためてご理解をいただくためにも、このシステムの意義、

今後のデータヘルス改革に見える将来像等に触れていきた

い。

現在国は、データヘルス集中改革プラン「アクション１」と

して、オンライン資格確認システムを活用した医療情報を患

者や全国の医療機関で確認できる仕組みの構築を進めてい

る。（図１）

これはレセプト情報をベースとした医療情報連携を指し、

現在は、特定健診情報と薬剤情報の閲覧に留まっているが、

今後、閲覧情報については順次追加する予定となっている。

国は、全国どこでも安心して自身の保健医療情報が医師、

歯科医師などに安全に共有されることにより、通常時のみなら

ず、救急や災害時であっても、より適切で迅速な診断や検査、

治療を受けることを可能にすることを目指している。

さらに、ただいまご紹介した、請求されたレセプト情報をベ

ースとした医療情報連携と併せ、医療機関の電子カルテ情報

をベースとした全国的な情報連携ネットワークも構想しており、

いずれもオンライン資格確認システムで構築されたネットワー

ク（インフラ）の活用が前提とされている。

なお、この２つのネットワーク構想は、令和４年６月に閣議

決定された『経済財政運営と改革の基本方針 2022 について』

いわゆる「骨太の方針」（図２）において、▼全国医療情報プ

ラットフォームの創設、▼電子カルテ情報の標準化などとして

示されており、行政と関係業界が一丸となり、医療情報の利

活用に向けて必要な法整備も含め大きな枠組みの構築が掲

げられている。

具体的には、『全国医療情報プラットフォーム』とは、オンラ

イン資格確認システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定

健診情報に加え、予防接種、電子処方箋情報、自治体検診

情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報

について、共有・交換できるプラットフォームを指している。

患者本人がマイナポータル等を通じて自身の保健医療情

報を把握できる仕組みの構築を前提に、患者本人が閲覧で

きる情報は、医療機関や介護事業者でも閲覧可能とする仕

組みの整備を目指し、歯科診療所もその範疇にある。歯科診

療所は、患者の過去の医療等情報を適切に確認し、これまで

以上に患者のニーズを踏まえた質の高い医療サービス提供

が可能となる。（図３）

『電子カルテ情報の標準化』は、医療機関間における情報

共有を可能にするため、全国的に電子カルテ情報を医療機

関等で閲覧可能とする仕組みの実装であり、オンライン資格

確認等システムの基盤を活用することや医療機関間でやり取

りする情報の整理等について、まずは医科を中心にその構

築に向けた検討が進められている。

日本歯科医師会は、これからの議論に向けて本会内に検

討会を設置し、電子カルテの標準化に資する医科歯科医療

機関連携、歯科医療機関間連携において共有が必要な医

療情報項目の検討を始めている。

なお、歯科の特性を踏まえた議論の必要性について国に

要望しており、国も「医療 DX」の観点から医療機関やベンダ

の負担軽減に向けた「共通算定モジュール」等の導入も検討

している。

国は令和 5 年 4 月から保険医療機関・薬局におけるオンラ

イン資格確認システム導入について「原則義務化」することを

決め、同時に、事務次官をトップとした「オンライン資格確認

普及 PT」を設置、マイナンバーカードの保険証利用と併せ、

普及推進を加速化している。

オンライン資格確認を今後のデータヘルス改革の基盤とし

て、電子処方箋、医科歯科薬局間での緻密な情報共有、電

子カルテ、PHR などの展開も想定している。

日本歯科医師会は、国民にとって安心・安全な質の高い

医療の提供や効率化といったメリットのある医療 DX を推進し

ており、オンライン資格確認のインフラが国の医療分野の ICT

化の基盤となることから、システムの安定化と臨床現場に寄り

添った使い勝手の良いシステムになるよう、国による最大限の

支援と配慮を繰り返し要望していく。
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図１ 第９回健康・医療・介護情報利活用検討会資料抜粋

図２ 骨太の方針（出典：経済財政運営と改革の基本方針
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図３ データヘルス改革に関する工程表

   （出典：厚労省第８回データヘルス改革推進本部資料

より抜粋し作成）
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